
 

居宅支援重要事項説明書 

居宅介護支援のサービス提供の開始にあたり、厚生省令第３８号４条に基づいて、当事業者があなたに説明すべき事

項は次の通りです。 

 

１．事業者 

事業者の名称 医療法人社団 翔仁会 

事業者の所在地 北広島市輪厚７０４番地１６ 

法人種別 医療法人 

代表者名 對馬 伸泰 

電話番号 ０１１－３７７－３９１１ 

開設年月日 平成７年１０月２５日 

 

２．ご利用の事業所 

事業所の名称 居宅支援相談センター きぼう 

事業所の所在地 北広島市輪厚７０４番地１６ 

管理者の氏名 種村 綱太 

電話番号 ０１１－３７６－３９１１ 

ＦＡＸ番号 ０１１－３７７－５６２１ 

指定事業者番号 ０１５１３８００１１ 

 

３．事業の目的と運営の方針 

事業の目的 医療法人社団翔仁会が、開設する指定居宅介護支援事業所(以下｢事業所｣という。)が行う指定居宅

介護支援の事業(以下｢事業｣という。)の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事

項を定め､事業所の介護支援専門員が、要介護状態にある者に対し､適正な指定居宅介護支援を提供

することを目的とする。 

施設運営の方針 (1)事業所の介護支援専門員は、要介護状態になった利用者に対し、その利用者が可能な限り居宅に

おいて、その有する能力に応じ自立した生活を営むことができるよう配慮して行う。 

(2)事業の実施に当たっては、利用者の心身の状況やその置かれている環境等に応じて、利用者の選

択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効果的

に提供されるよう配慮して行う。 

(3)利用者の意志及び人格を尊重し常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サービ

ス等が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのないよう複数の事業者を紹

介し、公正中立に行う。 

(4)関係市町村、地域包括支援センター、関係医療機関、他の指定居宅介護支援事業者、介護保険施

設等との連携に努める。 

 

４．職員の職種､人数及び職務内容 

従業者の職種 員数 区分 

管理者（介護支援専門員） １ 常勤で兼務 

介護支援専門員 3以上 常勤で専従3名以上 

 

５．職員の勤務体制 

従業者の職種 勤務体制 休暇 

管理者 勤務時間帯 ０８：５０～１７：１５(月～金曜日)  ４週８休 

介護支援専門員 勤務時間帯 ０８：５０～１７：１５(月～金曜日) ４週８休 

 

 



６．営業日 （電話連絡については、２４時間体制となっています。） 

営業日 月曜日から金曜日までとする。但し、土・日・祝祭日、お盆（８月１５日）、年末年始（１２月３０日から

１月３日まで）は休みとする。 

営業時間 月曜日～金曜日 ０８：５０～１７：１５ 

 

７．居宅介護支援サービスの内容 

(1) 各種相談支援 

(2) 要介護認定の申請代行等 

(3) 居宅サービス計画の作成 

(4) サービス担当者会議への出席 

(5) 居宅訪問 

(6) 電話相談（２４時間体制） 

(7) 各関係機関との連携 

(8) その他、利用者の自立した日常生活の支援を効果的に行うために必要と認められるサービスの提供 

(9) 給付管理 

 

８．当事業所が提供する利用料金 

（1） 利用料（ケアプラン作成料） 

要介護認定を受けられた方は、介護保険から全額給付されるので自己負担はありません。ただし、保険料の滞

納により法定代理受領ができなくなった場合、１ヶ月につき要介護度に応じて【別表１】に記載する金額をい

ただき、当事業所からサービス提供証明書を発行いたします。このサービス提供証明書を後日保険者の窓口に

提出しますと、全額払戻を受けられます。費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対し事前に

文書で説明をした上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名押印）受けることとします。 

 

（2） 交通費 

いっさい料金はかかりません。 

 

９．通常の事業の実施地域 

  実施地域 北広島市内 

       ※平成27年12月1日時点で北広島市外居住の利用者につきましては、契約終了まで利用を継続できる 

事とします。 

 

10．サービスの利用に関する留意事項 

(1) 居宅介護支援提供に先立って、介護保険証に記載された内容を確認させて頂きます。被保険者の住所など内容に

変更があった場合は速やかに当事業所にお知らせください。 

 

(2) サービス提供を行う介護支援専門員 

サービス提供時に、担当の介護支援専門員を決定します。 

     

(3) 介護支援専門員の交替  

 ①事業者からの介護支援専門員の交替 

事業者の都合により、介護支援専門員を交替することがあります。介護支援専門員を交替する場合は、ご契約

者に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮するものとします。 

ハラスメント行為等により、健全な信頼関係を構築できないと判断した場合には、サービスの提供中止や契約

を解除させて頂く場合があります。 

②ご契約者からの交替の申し出 

選任された介護支援専門員の交替を希望する場合には、当該介護支援専門員が業務上不適当と認められる事情

その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対して介護支援専門員の交替を申し出ることができます。

ただし、ご契約者から特定の介護支援専門員の指名はできません。 

    

  (4) 主治医及び医療機関等との連絡 



   病院などに入院しなければならない場合には利用者の疾患に対する対応及び退院後の在宅生活への円滑な移行を

支援等するため、早期に病院などと情報提供や連携をする必要がありますので以下の対応をお願い致します。 

①利用者の不測の入院時に備え、担当の介護支援専門員が医療機関に伝わるよう、入院時に持参する医療保険証

やお薬手帳などに当事業所名及び介護支援専門員がわかる様に名刺を貼るなどの対応をお願い致します。 

      ②また、入院時にはご本人またはご家族から、当事業所名及び担当介護支援専門員名を伝えていただきますよう

お願い致します。 

 

 (5) 指定居宅サービス事業者等の紹介 

   利用者は、介護支援専門員に対して複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求めることや、居宅サービス計画

に位置付けた指定居宅サービス事業者等の選定理由について説明を求めることができます。当事業所のケアプラ

ンにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用状況は【別紙２】のとおりです。 

 

11.虐待防止に関する事項 

   当事業所は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のための指針を定めます。担当者を設定し、定期的な委員会の 

開催、従業者に対する研修を実施し、虐待の予防及び早期発見、早期対応に努めます。 

 

12.事業継続計画 

   当事業所は、感染症や災害が発生した場合でも、利用者が継続して指定居宅介護支援の提供を受けられるよう、 

事業継続計画（BCP）を策定するとともに、その計画に従い必要な研修及び訓練を実施します。 

 

13．サービス内容に関する苦情 

 (1)当事業所の相談・苦情窓口 

   当事業所の居宅介護支援に関するご相談・苦情および居宅サービス計画に基づいて提供している各サービスにつ

いてのご相談・苦情を承ります。担当介護支援専門員または管理者までお申し出ください。 

○苦情受付窓口 

・担当者 （役職）管理者  （氏名）種村 綱太 

・電話番号  ０１１－３７６－３９１１ 

・受付時間  月曜日～金曜日（午前８時５０分～午後５時１５分） 

 

(2) 行政機関その他苦情受付機関 

北広島市保健福祉部 

高齢者支援課 

電話番号 ０１１－３７２－３３１１ 

受付時間 月曜日～金曜日（午前９時～午後５時） 

北海道福祉サービス 

適正化委員会 

電話番号 ０１１－２０４－６３１０ 

受付時間 月曜日～金曜日（午前９時～午後５時） 

北海道国民健康保険団

体連合会 

電話番号 ０１１－２３１－５１６１ 

受付時間 月曜日～金曜日（午前９時～午後５時） 

 

 

14．事故発生時の対応 

 (1)サービスの提供により、利用者に事故が発生した場合は、速やかに市町村・利用者家族等に連絡を行い必要な措置

を講じます。 

 (2)サービスの提供により、利用者に賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 (3)事故が生じた際には、その原因を解明し、再発防止策を講じます。 

 

 

15. 秘密保持と個人情報の保護について 

 (1)当事業所の介護支援専門員は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を漏らすことはあ

りません。また、事業所を退職した後においても同様とします。 

 (2)当事業所の介護支援専門員は、利用者やその家族から予め文書で同意を得ない限り利用者及び当該家族の個人情報

を用いません。 

 (3)当事業所が行う事業の実施にあたり第三者に対して、下記の個人情報を必要な範囲で提供すること及び当該第三者



が提供の趣旨に従った下記の目的で当該個人情報を利用します。 

  ①利用目的 

   ・介護サービス計画作成、サービス担当者会議、関係者・事業者間での連絡調整において必要な場合。 

   ・医療機関・介護保険施設等への入院・入所に伴う情報提供が必要な場合。 

    ・事故発生時における関係機関への情報提供や報告が必要な場合。 

    ・介護支援専門員実務研修における実習生受け入れに使用する場合。 

    ・その他本人の状況に応じた適切な介護保険及び保健福祉サービスの提供に必要な場合。 

   ②提供する第三者 

    地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、介護保険施設、主治医、その他介護保険

及び保健福祉サービスに係る関係者、介護支援専門員実習生 

   ③提供する個人情報 

    利用者基本情報、アセスメントシート、要介護認定又は要支援認定に係る調査内容、介護認定審査会による判

定結果・意見、主治医意見書、介護サービス計画書等の個人に関する記録 

   ④使用する期間 

    契約書で定める期間 

  

 

居宅介護支援サービスの提供にあたり、本書面に基づいて重要な事項を説明しました。 

なお、この重要事項説明書の内容に変更が生じた場合は、その内容を文書にて通知し、口頭にて説明します。 

 

説明者及び担当介護支援専門員    医療法人社団 翔仁会 

居宅支援相談センター きぼう 

                    介護支援専門員 

                              氏名                   印 

 

 

私は､本書面に基づいて上記重要事項の説明を受け、居宅介護支援サービスの提供と個人情報の利用目的に対し同意しま

す。 

 

 

 令和  年   月   日 

ご利用者     住所  

 

         氏名                   印 

 

 

ご利用者の家族等 住所  

 

         氏名                   印 

 

         続柄（      ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【居宅支援重要事項説明書 別表１】                      令和6年4月1日改訂 

  居宅介護支援サービス利用料   

厚生労働大臣が定める基準による居宅介護支援サービス利用料です。 

《居宅介護支援費》 

要介護１・２ 要介護３・４・５ 

１０，８６０円／月 １４，１１０円／月 

《加算》 

  ①初回加算 以下の場合において算定します。 

ア 新規に居宅サービス計画を作成する場合 

イ 要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場合 

ウ 要介護認定が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成する場合 

状  態 要介護１・２・３・４・５ 

初回時 ３，０００円／月 

   ②特定事業所加算Ⅱ 

     専門性の高い人材を確保し、質の高いケアマネジメントを実施している事業所として要件及び人員基準を満

たしている事から、算定します。 

要介護１・２・３・４・５ 

４，２１０円／月 

   ③入院時情報連携加算 

     利用者の入院に当たって必要な情報提供を行った場合に算定します。 

状  態 要介護１・２・３・４・５ 

（Ⅰ） 介護支援専門員が入院当日に当該病院又は診療 

所の職員に対して必要な情報提供を行った場合 
２，５００円／月 

（Ⅱ） 介護支援専門員が入院後3日以内に当該病院又は診療 

所の職員に対して必要な情報提供を行った場合 
２，０００円／月 

   ④退院・退所加算 

     退院・退所に当たって、病院・診療所・介護保険施設等の職員より、利用者に関する必要な情報提供を得た

上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービス等の利用に関する調整を行った場合、次に掲げる区分に従い、

入院等期間中に１回までを限度とし、居宅サービス利用開始月に算定します。 

但し、初回加算を算定する場合は算定しません。 

状  態 要介護１・２・３・４・５ 

（Ⅰ）イ 利用者に係る必要な情報の提供をカンファレンス 

以外の方法により１回受けた場合。 
４，５００円／月 

（Ⅰ）ロ 利用者に係る必要な情報の提供をカンファレンス 

により１回受けた場合。 
６，０００円／月 

（Ⅱ）イ 利用者に係る必要な情報の提供をカンファレンス 

以外の方法により２回以上受けた場合。 
６，０００円／月 

（Ⅱ）ロ 利用者に係る必要な情報の提供を２回受けており、 

     うち１回以上はカンファレンスによる場合。 
７，５００円／月 

（Ⅲ）  利用者に係る必要な情報の提供を３回以上受けて 

おり、うち１回以上はカンファレンスによる場合。 
９，０００円／月 

   ⑤通院時情報連携加算 

     利用者が病院又は診療所において医師（または歯科医師）の診察を受ける時に同席し、利用者に係る必要な

情報提供を行い、医師等から利用者に関する必要な情報の提供を受け、居宅サービス計画に記録した場合に

算定します。 

要介護１・２・３・４・５ 

５００円／月 

 

 

 



 

⑥緊急時等居宅カンファレンス加算 

     病院又は診療所の求めにより、当該病院又は診療所の職員と共に利用者の居宅を訪問し、 

     カンファレンスを行い、必要に応じて居宅サービス等の利用調整を行った場合に算定します。 

要介護１・２・３・４・５ 

２，０００円／月（月２回まで） 

   ⑦ターミナルケアマネジメント加算 

     末期の悪性腫瘍により在宅で死亡した利用者に対して、その死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上、 

     当該利用者利用者又はその家族の同意を得て居宅を訪問し、心身の状況等を記録し、主治の医師及び 

     居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス事業者に提供した場合に算定します。 

要介護１・２・３・４・５ 

４，０００円／月 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【居宅支援重要事項説明書 別表２】                     令和6年9月1日改定 

 

 居宅介護支援 サービス利用割合等 説明書  

①前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービス

の利用割合 

訪問介護 16.75％  地域密着型通所介護       3.51％ 

通所介護 21.17％  福祉用具貸与      64.68％ 

 

②前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービス

ごとの、同一事業者によって提供されたものの割合 

訪問介護 
〇松ぽっくり 

     40％ 

〇ケアトラスト 

     16％ 

〇希望ヶ丘 

     12％ 

通所介護 
〇カラダラボ（2 事

業所）    24％ 

〇四恩園・かたる 

15％ 

〇プラトー北広島 

      14％ 

地域密着型通所介護 
〇どんぐり 

56％ 

〇のびのびファイ

ン     22％ 

〇きたひろベガ  

11％ 

福祉用具貸与 
〇北海道フォレ 

スト  24％ 

〇札幌福祉医療器 

21％ 

〇setsu 

10％ 

 

③判定期間 （令和6年度） 

☑   前期（３月１日から８月末日） 

□    後期（９月１日から２月末日） 

 

 

 

 


